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原子力の利用は大きな危険を伴う。福島第一原子力発電所の事故（2011年３月11日）は，その
現実を明確なかたちで示した。
本論考では，その危険を制御するうえで，法制度はどのような役割を果たし，どのような問題を
抱えているのか，そして，原子力利用に伴う危険を的確にコントロールするために，法政策上どの
ような課題に取り組まなければならないかを考えることとする。
この問題は，原子力利用に限らず，高い不確実性を伴う技術を的確に制御するための法政策のあ
り方に共通する問題でもある。
１　原発訴訟　―司法審査の限界―
原子力技術の制御に関して，司法の立場からその妥当性が吟味されたのは，一連の原発訴訟1）に
おいてである。そこでの論点は多岐にわたるが，最も重要な論点は，原子炉は極めて高い危険を伴
うという特殊性をいかに考慮するかである。原子炉の設置は周辺住民を高い危険に晒すことであり，
裁判所は，その設置許可2）が周辺住民の権利を保護するに足るものであるかどうかということにつ
いて審理・判断しなければならないのである。この問題について，裁判所はどのように考えたので
あろうか。
原子力技術の法的制御
―不確実性のコントロールに向けた法政策の課題―
長谷部 俊 治
1）	原発訴訟の嚆矢は伊方１号炉の設置許可取消訴訟（1973年８月提訴）である。その後，実用原子炉に
対しての設置許可取消訴訟（福島第二１号炉，柏崎刈羽１号炉等）や建設・運転差止民事訴訟（女川１号
炉，泊１・２号炉，志賀原発等），研究開発炉に対する訴訟（原子力船むつ，高速増殖炉もんじゅ），加工
事業・廃棄物埋設事業に対する訴訟（六ヶ所村）などが提訴されている。また，風評被害，放射線被爆等
に対する損害賠償請求，原発事業に関する株主総会決議取消訴訟なども原発訴訟に含めることができる。
2）	核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（（昭和32年６月10日法律第166号）23条１項
による設置の許可。実用発電用原子炉に関しては経済産業大臣が行う。許可の基準は，①原子炉が平和の
目的以外に利用されるおそれがないこと，②その許可をすることによつて原子力の開発及び利用の計画的
な遂行に支障を及ぼすおそれがないこと，③その者に原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理
的基礎があり，かつ，原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があること，④原子炉施設の位
置，構造及び設備が核燃料物質（使用済燃料を含む），核燃料物質によつて汚染された物（原子核分裂生
成物を含む）又は原子炉による災害の防止上支障がないものであること，と規定されている（同法24条
１項）。
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1.1　司法審査の枠組み
主要な原発訴訟判決3）から明らかとなった司法審査の枠組みは，重要なポイントに絞って整理す
れば，次のとおりである。
（１）設置許可処分の性質について
ⅰ）専門技術的裁量
原子炉設置の許可処分については，処分庁に，政策的裁量だけでなく，専門技術的裁量を認める。
その理由は，①審査に当たって，高度な科学的，専門的知見に基づく総合的判断が必要である，②
科学技術は不断に進歩発展しているから，安全性に関する基準を具体的かつ詳細に法律で定めるこ
とは困難であるばかりか，細心の科学技術水準への即応性に観点から見て適当ではない，	裁量の適
正さを確保するべく，安全性の判断に当たって原子力安全委員会の意見を尊重して判断するという
手続きが定められている，からである4）。
ここから，許可手続きにおいて周辺住民の参加や関係資料の公開を定めていないことは憲法31
条（決定手続きの保障）に違反しない，許可基準を具体的かつ詳細に定めていないことは憲法31
条及び41条（国会の地位・立法権）に違反しない，裁判所の審理，判断は処分庁の判断に不合理
な点があるか否かという観点から行われるべきである，などの法的判断が導かれることとなる。
ⅱ）基本設計論
原子炉の設置許可の段階での安全審査の対象は，基本設計ないし基本的設計方針の安全性に関わ
る事項のみをその対象とする。なぜならば，原子炉等を規制する法律の構成上，規制は段階的規制
方式（設置許可，設計及び工事方法の認可，使用前検査，保安規定の認可，定期検査，解体の届出
等のように段階を踏んで規制する方法）が採用されていて，設置許可に当たっての安全審査は安全
性のすべてを対象とするものではないからである。
ここから，廃棄物の最終処分の方法，使用済燃料の再処理及び輸送の方法，廃炉の方法・手順な
3）	依拠したのは，伊方原発訴訟上告審判決（最一判4.10.29），福島第二原発訴訟上告審判決（最一判
4.10.29），もんじゅ行政訴訟差戻後控訴審判決（名古屋高金沢支判15.1.27）（『判例時報』No.1818及び
1441所収）である。
4）	 たとえば伊方原発訴訟上告審判決においては，「技術的能力を含めた原子炉施設の安全性に関する審査
は，当該原子炉施設そのものの工学的安全性，平常運転時における従業員，周辺住民及び周辺環境への放
射線の影響，事故時における周辺地域への影響等を，原子炉設置予定地の地形，地質，気象等の自然的条
件，人口分布等の社会的条件及び当該原子炉設置者の右技術的能力との関連において，多角的，総合的見
地から検討するものであり，しかも，右審査の対象には，将来の予測に係る事項も含まれているのであっ
て，右審査においては，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的
知見に基づく総合的判断が必要とされる」，「原子炉施設の安全性に関する審査の特質を考慮し，右各号所
定の基準の適合性については，各専門分野の学識経験者等を擁する原子力委員会（注：当時の規定）の科
学的，専門技術的知見に基づく意見を尊重して行う内閣総理大臣（注：当時の規定）の合理的な判断にゆ
だねる趣旨と解するのが相当」と述べている。
25
原子力技術の法的制御
ど原子炉の設置に当たって直接には関係しない事項だけでなく，マン・マシーン・インタフェイス
（人と機械との接点，たとえば中央制御室の設計）や応力腐食割れ防止対策の細目などのような後
の段階で改めて規制の対象となる事項についても，原子炉設置許可の段階における安全審査の対象
にはならないという法的判断が導かれることとなる。
なお，ここで言う「基本設計」とは，工学上の概念ではなく，法律上の概念であると考えられて
いる5）。
（２）司法審査の観点について
ⅰ）判断過程統制方式
裁判所の審理・判断は，処分庁の判断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべきで
ある。つまり，原子炉が安全であるかどうかを積極的に審理する方法（実体的判断代置方式）では
なく，処分庁の審査基準や処分に至る過程でなされる調査審議や判断に焦点を当てて，その合理性
を審理する方法（判断過程統制方式）を採用する。従って，審査の範囲もその範囲に限定される。
司法審査は，処分庁に裁量が認められている場合には，一般的に，裁量権に逸脱や濫用が無いか
どうかの観点からなされる。しかし，安全性等の重要な問題が争点となっている場合には，裁判所
が処分の是非について積極的に審理すべきであるという考え方がある。だが一方で，専門技術的裁
量を認めたように，裁判所が処分庁と同等の立場で処分の是非を再吟味することは困難である。そ
こで，積極的な審理ではなく，処分の過程に着目してその合理性を吟味する方式で審理することと
された。つまり，裁量権の逸脱・濫用を統制する方式よりも積極的に，実体的判断を行う方式より
は消極的に，いわばその中間的な方式として判断過程の合理性を統制する方式が選択されたのであ
る。
ただし，安全性などの判断においては，判決時における最新の科学技術的知見に照らして吟味す
る必要があり，その意味での実体的な判断まで排除するものではない。このことは，もんじゅ行政
訴訟差戻後控訴審判決において処分の実体に踏み込んだ吟味がなされ，同判決の上告審（最高裁）
においてもそれを踏襲していることからも裏付けられる。
なお，この場合に，判断過程に不合理な点がないことの立証責任は，まずは処分庁が負うべきで
ある。なぜなら，処分が高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づく総合的判断を必要とするこ
と，安全審査の関する資料をすべて保持していることなどの事情があるからである。
（３）違法性判断の基準について
ⅰ）重大な瑕疵
処分が無効（もともと法的効果が生じていない）であるかどうかを決する違法性の判断に当たっ
5）	福島第二原発訴訟上告審判決やもんじゅ行政訴訟差戻後控訴審判決においては，何が基本設計に当たる
かについては，法律の解釈によって結論づけている。
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ては，処分に重大な瑕疵があるかどうかを基準とし，瑕疵の明白性は要件としない。この場合の重
大な瑕疵とは，看過し難い過誤，欠落であり，それによって具体的な危険性を否定できない場合を
含むとされる。
一般に，処分を無効とするためには，重大な瑕疵があることのほか，瑕疵が明白であることが要
件とされている。しかし，原子炉の設置許可に関しては，明白性要件を必要としない。明白性要件
が求められるのは，処分の第三者の利益を考慮する必要があるからだとされているが，原子炉によ
って脅威にさらされるのは人間の生存という何事にも代え難い権利・利益であり，第三者の利益は
比較の対象とならない6）と考えられるからである。
ⅱ）相対的安全性
原子炉の安全性は，危険の程度と科学技術の利用によって得られる利益の大きさとの比較衡量に
よって判断する。この場合の危険の程度は，危険性が社会通念上容認できる水準以下であるかどう
か，そしてその危険性を管理できるかどうかによって評価することとなる。つまり，安全性は絶対
的なものではなく，社会的な許容という相対的な尺度によって評価される7）。
このことは，設置許可処分に裁量を認めることの前提となる認識であり，安全であるかどうかは，
真理を見極めることによって一義的に判明するのではなく，社会的な価値判断の問題に帰着すると
いうことである。
ⅲ）「現在の科学技術水準に照らし」
処分の合理性は，「現在の科学技術水準に照らし」審理，判断する。このとき，「現在の」という
時点が，処分時なのか判決時なのかということが問題となる。判断過程統制方式を厳密に採用すれ
ば処分時の科学技術水準に照らせば十分であろうが，科学技術が不断に進歩，発展していることを
6）	もんじゅ行政訴訟差戻後控訴審判決。判決文は，「原子炉は，ウランなどの核燃料物質を燃料とし，そ
の核分裂反応によって発生する熱エネルギーを電気エネルギーに転換する装置であり，その稼働により，
原子炉容器内には人体に極めて有害な放射性物質を大量に発生させるものであって，正常に維持，管理さ
れても，常に潜在的危険性を有する構造物である。そして，原子炉にひとたび本格的な重大事故が起これ
ば，旧ソ連邦のチェルノブイリ事故の例を見るまでもなく，それが付近住民と環境に与える影響及び被害
は，その内容，態様，程度，範囲において，深刻かつ甚大であって，その悲惨さが言語に絶するものとな
ることは，容易に推測できることである。原子炉がかかる潜在的危険性を有するものであることからする
と，その設置許可の段階における安全審査において，その調査審議及び判断の過程に重大な過誤，欠落が
あるとすれば，当該原子炉は，付近住民にとって重大な脅威とならざるを得ない。この場合において脅威
にさらされるのは，人間の生命，身体，健康，そして環境であり，換言すれば，人間の生存そのものとい
うことができる。かかる何事にも代え難い権利，利益の侵害の危険性を前にすれば，原子炉設置許可処分
の法的安定性並びに同処分に対する当事者及び第三者の信頼保護の要請などは，同処分の判断の基礎とな
る安全審査に重大な瑕疵ある限り，比較の対象にもならない，取るに足りないものというべきである」と
する。
7）	たとえば，高橋利文（伊方原発訴訟上告審を担当した最高裁調査官）の解説（『最高裁判例解説民事編
平成４年度』所収）を参照。
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考えると，判決時の知見に照らすのが合理的である。
これについて中川丈久（2004）は，司法による審理は，まず，処分の違法性に関する判断を処
分時の科学技術水準に照らして行い，次に，処分の取消や変更の必要性について判決時の水準に照
らして判断するという２段階から構成されるはずであるとしたうえで，前者が処分そのものの取消
請求における審査基準，後者が処分の正当性を確保するための処分庁に対する義務付け請求におけ
る審査基準であると理解すれば，「現在の」の意味が明確となるとする。そして，このように考え
るとすれば，行政事件訴訟法に義務付け訴訟の規定がない（注：当時，その後，同法の改正によっ
て義務付けの訴えが明定された）ことが問題となると主張している。
しかし，処分を取り消すべきかどうかについて裁判所が審理する場合に，判決時の科学技術水準
を無視することは合理的とは言い難いのであるから，原子炉が安全であるかどうかは，判決時の科
学技術的知見に照らして判断するほかないのである。その意味では，審理を処分の手続きに限定し
て吟味する場合（判断過程統制方式）においても，判決時の科学技術水準に照らすことをことさら
に排除する必要はないと考えてよい8）。
1.2　審査枠組みの問題点
このような，判例によって確立した原子炉設置許可についての審査枠組みは，しかし，原子力技
術を的確に制御するという要請に応えるうえで，いくつかの問題を抱えることとなった。
（１）専門技術的知見の限界
原子炉の安全性に関しては，専門技術的知見に依存するところが大きく，その判断に当たって原
子力安全委員会の意見を尊重するとされている（専門技術的裁量）。これは，科学技術の水準につ
いての知見は，司法や行政よりも専門家が勝るという認識に基づいている。
しかし，そのような認識は果たして正しいのであろうか。専門技術的知見は，複数の科学を特定
の目的に即して応用するという関心によって組み立てられた科学であり，知の断片化を伴う。しか
もその断片化された知の真理性は，普遍的な科学技術理論に根拠づけられるのではなく，内輪の科
学理論によって支えられているに過ぎない。専門技術的知見のフレームそのものに限界がある9）。
このことは，一連の原発事故等によっても明らかとなっている。まず，スリーマイル島原発事故
8）	「現在の科学技術水準に照らし」がいつの時点での水準なのかについては，阿部・淡路ら５名による座
談会「伊方・福島第二原発訴訟最高裁判決をめぐって」（『ジュリスト』1993年２月15日号，No.1251，有
斐閣）においての議論が参考となる。そこでは，判決時の知見を無視することはできないだろうという考
え方が示されている。たとえば，淡路剛久は，「通常の処分と違って，処分後の知見で危険と出た場合，
いったん取り消して，「もう一回審査してきなさい」ということはできる」と述べている。あるいは交告
尚史は，「（処分時と判決時の違いは）取消訴訟を判断した行為のレビューと見るか，実体全体のレビュー
と見るかという違い」の現れであると考えればよいとする。
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（1979年３月28日，アメリカ）については，事故は，故障情報システムの不備，設備の品質につい
ての考え方の不備，運転員の教育・訓練の不備が重なった結果であること，そしてそれらは安全設
計基準において想定されていなかったことが報告されている。また，チェルノブイリ原発事故
（1986年４月26日，旧ソ連）については，その原因として，原子炉そのものが自己制御性を欠いた
ものであったこと，緊急装置が正の反応度効果（緊急措置を行うと逆に反応が高まる）をもたらす
構造を伴っていたこと，運転員がプラントの欠陥について知らされていなかったこと，格納機能が
異常時の圧力上昇に耐えるような強度ではなかったことが明らかとなっている。さらには，JCOウ
ラン加工工場での臨界事故（1999年９月30日，日本）は，本来使用目的が異なり，また，臨界安
全形状に設計されていない沈殿槽に，臨界質量以上のウランを含む硝酸ウラニル溶液を注入すると
いう，原子力制御の基礎を無視した行為によって引き起こされたものであり，しかもそれを会社ぐ
るみで容認していた結果であることが判明している。このように，専門技術的知見は，それ自身の
枠組みによる制約を伴い，しかし安全性の判断はその枠組みのなかには収まらないのである10）。
あるいは，福島第一原発事故においても，その原因や事故の過程は未だ明確ではないものの，多
重防護システムがいとも簡単に破れたこと（技術への過信），原子炉がどのような状態であるかに
ついて情報を得る術を欠いていたこと（盲目のなかでの対応），ベントの開放や海水注入の判断に
ついてその適切さに疑問があること（判断の過失？），最新の科学技術的知見に基づく安全性の確
保措置がなされていなかったこと（不作為？）など，専門技術的知見の限界を伺わせる事実が明ら
かとなりつつある。
だとすれば，少なくとも安全性に関しては，専門家も行政機関も裁判所も，その認知能力におい
て大きな違いは無い。原子炉の安全性審査について専門技術的裁量を認め，裁判所は，裁量判断の
過程に限定してその違法性を吟味するという司法審査の枠組みは，認知能力の平等性に照らせば，
適切さを欠くことになる。特に注意しなければならないのは，原子力安全委員会の構成や役割が問
9)	 たとえばニクラス・ルーマン（Niklas	Luhmann）（2002）『近代の観察』（法政大学出版局）の第５章
「非知のエコロジー」は，現代においては，「知」を提示し権威を以てそれを伝える社会的ポジションが失
われているとしている。
10）	これら３つの事例は，失敗知識データベース（http://www.sozogaku.com/fkd/lis/cat008.html）による。
なお，同データベースは，原子力事故から得られる教訓として，次のような見解が示されている。①事故
は1つの故障に，誤った判断や他の故障が多く重なって生じることが多い。１つ１つの機器の信頼性を高
め，バックアップのシステムが常に正常に作動する体制を保障することが重要である。②人間の判断の特
性に合わせ，わかりやすく，誤判断を起こしにくいシステムを組むとともに，誤操作や誤判断に対する安
全システムを組むことが大切である。③アウトソーシングによるレベルの低下を防止する必要がある。④
自己制御性に欠ける機械は，小さな現象が致命的なレベルまで発散する危険性をもっている。とくに巨大
なシステムにおいては重大な事故につながる。⑤操作上の制限がなぜ必要か，それを破るとどんなことが
起こるかを設計者は運転者に十分に説明し，運転員がそれを認識することが必要である。⑥政治的な都合
で技術の欠陥の真相が隠されてしまうことがある。社会的影響の大きい技術については，その内容が公開
され，社会的批判のもとに，改善・発展をはかる健全な社会システムが不可欠である。
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題なのではなく，原子力安全委員会の審査に一定の権威を認めることそのものが問題であることで
ある。
事実，原子炉の安全性に関してどのような特性があるかについても，知の断片化が伴っていて，
専門家のあいだにさえ共通の認識が確立しているとは言い難い。原子力安全の専門家は，ストレ
ス・テストに現れているようにリスクの分析によって安全性を確認できるとする。あるいは，原子
炉設計者の多くは，プラント設計の際に一般的に活用されている，安全確保のための危険事象解析
技法（HAZOP，FTA，FMEAなど11））を適用することによってリスクを制御できると考えている。
しかし，原子炉は一旦制御不能な状態に陥ると，その回復は極めて困難で，その後の反応の連鎖を
見通すことができない。さらには，原子炉は複雑なシステムによって支えられていることから，た
とえば安全システムの追加が一層複雑性を増すというようなことが起きる。従って，システムの安
全性を高めるだけでなく，システムの構築や運用そのものを制御するしくみが必要となる。そして
これらを総合的に捉える知は，未だ確立していないのである。さらには，これに加えて，原子力利
用の安全性に関する社会的な認識が，他のリスク事象と比べても非常に幅広いという特性がある。
従って，裁判所は，原子炉設置の安全性の判断を専門技術的知見に委ねることには限界がある。
原子炉の安全性確保，特に，周辺住民に対する人権侵害の防止という具体的な課題に即して，原子
炉の安全特性を反映した司法審査の枠組み自体を構築しなければならないのである。
（２）安全性判断における総合的視野の確保
原子炉の安全性審査は，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉
等規制法」という）の規定に基づき，段階的規制方式によって行われる。そして裁判所は，それを
受けて，原子炉の設置許可についての司法審査に当たっては，基本設計ないし基本的設計方針の安
全性に関わる事項のみを対象とするとされている（基本設計論）。安全性を確保するための要素は
多数あるが，裁判所は，法律が定める規制の段階を尊重し，安全性に関する審理を，各段階での審
査対象に限定することとしたのである。
しかしながら，司法審査において，安全性を規制対象行為の段階に分解して判断することとし，
原子炉設置許可の違法性に関する審理の対象を基本設計に限定することは，合理的な選択なのかど
うか疑問である。
ⅰ）規制構造の問題
原子炉等規制法に基づく規制の構造は，表１のようなかたちとなっている。
11）	HAZOP（Hazard	and	Operability	Studies），FTA（Fault	Tree	Analysis），FMEA（Failure	Mode	and	
Effects	Analysis）は，いずれも危険事象を解析し，さらにその原因から危険事象に進展するのを防護する
機能を評価し，対策を検討するための手法で，プラントの設計においてその安全性を確保するために用い
られている。なお，各手法の違いは，主としてリスクに対するアプローチ方法の違いによる。
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さて，原子炉の安全性は，これら各規制の関係部分が整合的に作用して初めて確保できる。もち
ろん基本設計の段階では確定していない事項も多いであろうが，設置許可は以後の事業展開の端緒
であり，また，設置行為が一旦始まれば，なされたことは既成事実としてその後の行為や判断に影
響を及ぼす。あるいは，たとえば運転段階での安全性確保のために基本設計の変更が必要になる場
合もあろう。設置許可に当たって，安全性について，総合的，包括的な視野のもとで審査しなけれ
ばならないのは当然の要請である。
一方，法律上，原子炉設置許可に当たって「災害の防止上支障がない」ことを求められるのは
「原子炉施設の位置，構造及び設備」（原子炉等規制法第24条１項４号）についてであるとされて
いる。しかし，原子炉への核燃料の搬入計画，原子炉の運転システム（特に，マン・マシーン・イ
ンタフェイス），使用済み核燃料の最終処理計画，廃炉計画などは，それぞれが安全性に大きな影
響を及ぼす事項である。実際にも，たとえば，スリーマイル島原発事故やチェルノブイリ原発事故
においては，マン・マシーン・インタフェイスの欠陥が事故発生の大きな要因となったし，原子炉
の安全性に対する危惧のひとつは使用済み核燃料の最終処理方法が決まっていないことである。
従って，裁判所が，それら「原子炉施設の位置，構造及び設備」以外の要素については後の段階
で規制されるとして，安全性の審理対象から除外する（審理対象を基本設計に限定する）ことに合
理性があるとは考え難い。
表１　原子炉等規制法による規制の構造
〈第１段階：事業分類に対応した規制〉
　　原子力を利用するための事業等を下記のように分類し，それぞれについて規制手続き等を定める。
　　・製錬事業
　　・加工事業
　　・原子炉の設置，運転等
　　・貯蔵事業
　　・再処理事業
　　・廃棄事業
　　・核燃料物質等の使用等（個別に定められた事業を除く）
　　・原子力事業者等に共通する行為（廃棄，運搬等に限る）
　　・国際規制物資の使用等
〈第２段階：各事業等における行為の段階に応じた規制〉
　　分類した事業等ごとに，それぞれの事業が進展する段階などに応じて規制手続き等を定める。
　　たとえば，原子炉の設置，運転等について見れば，次のようになっている。
　１）設計段階
　　・基本設計：原子炉の設置許可
　　・詳細設計：設計及び工事の方法の認可，溶接の方法の認可
　２）建設段階
　　・使用前検査
　　・溶接検査
　３）運転段階
　　・保安規定の認可，核物質防護規定の認可
　　・保安検査
　　・核物質防護検査
　　・施設定期検査
　　・保安措置，核物質防護措置
　　・原子炉主任技術者の選任等
　４）廃止段階
　　・廃止措置計画の認可
　　・廃止措置終了の確認
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この問題を考えるうえで重要なのは，「基本設計」の意味をどのように解釈するかである。原子
炉の設置許可申請において提出を求められるのは，申請者の属性を除くと，①原子炉の型式，熱出
力及び基数，②原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備，③原子炉施設の工事計画，④原子
炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量，⑤使用済燃料の処分の方法で
ある（原子炉等規制法第23条２項）。これらが基本設計の内容とされているのだが，それは「原子
炉施設の位置，構造及び設備」が「災害の防止上支障がない」ことを判断するに足るものでなけれ
ばならない。つまり，法律上の基本設計は，技術的な基本設計とは意味が違う。「原子炉施設の位
置，構造及び設備」の設計における安全性は，当該施設への燃料の搬入，施設の運転，使用済み核
燃料の最終処理，廃炉などの視点からの安全性も含めて判断するべきである。
この場合に，設置許可申請の時点では不確実な事項については，不確実であるという事実自体が，
司法審査の対象となるのである。裁判所は，原子炉の安全性に関係する事項のすべてを視野に入れ
て，そのなかで何が確実で，何が不確実かを含めて総合的かつ包括的に審理しなければならない。
ⅱ）防災との関係
総合性を確保するうえでもう一つ重要なのは，防災の視点である。設計上安全であったとしても，
事故があれば大量の放射性物質が放出される。その場合に，被害軽減等のためにどのような対策が
なされるかは，安全確保において重要な課題である。ところが，原子炉設置許可においては，その
視点は切り離して考えるべき事項であるとして，安全審査の対象とされていない。
このことは，原子力安全委員会の示した安全審査指針の検討における考え方である。まず，「原
子炉の設置に際しては，原子炉等規制法において「災害の防止上支障がないこと」を設置許可条件
の要件の一つとしている（第24条１項４号）。この許可の具体的な基準は法的には明文化されてい
ないものの，安全審査においては実質的に原子力安全委員会が定めた安全審査指針類に基づいて審
査が行われている。」とされ，次のとおり述べている。（原子力安全委員会（2003）『安全審査指針
の体系化について』より引用。）
・立地評価と防災計画の関係		
立地で規定している「非居住区域」・「低人口地帯」の範囲は，わが国の原子力発電所のほとんど
全ての場合，原子炉施設の敷地内に包含されている。従って，実質的に，設置許可上必要な原子炉
の安全性は，原子炉施設の敷地内で確保されている。	
一方，防災計画は，原子炉施設が万一の事故により大量の放射性物質の放出が発生したと想定し
た場合であっても，災害を未然に防止し，あるいは，放射線による影響を実行可能な限り低減させ
るべく有効な臨機の措置を国，地方公共団体等がとることを目的として念のために定められている
ものである。即ち，防災対策は，原子炉施設の安全性確保のための措置の外側に位置し，「原子炉
等規制法」に基づく安全規制とは独立に準備されている行政的措置である。
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・立地評価・設計とアクシデントマネージメント（シビアアクシデント）との関係
「シビアアクシデント」は，設計基準事象を大幅に越える事象であって，炉心の重大な損傷や原
子炉格納施設の健全性が喪失する可能性がある事象である。アクシデントマネージメントは，その
リスクを一層低減する目的で，設計基準事象外に相当するシビアアクシデントへの拡大を防止し，
更にその影響を緩和するためにとられる。	
従って，アクシデントマネージメントは，原子炉等規制法による設置許可条件に対応する「設計
安全」に係るものではなく，安全性の一層の向上を図る為の「運転安全」に係わる措置であり設置
者の自主保安として位置付けられている。	
つまり，防災措置は行政的措置である，アクシデントマネージメントは設置者の自主保安である，
として，安全審査の対象から除外している。
しかし，裁判所が判断すべきは，原子炉の設置が周辺住民にとって安全であるかどうかである。
この場合に，防災措置がどのように構築されているか，アクシデントが起きた際にどのような措置
が用意されているかは，いずれも重要な要素の一つである。
従って，まず，設置許可の際に防災措置やアクシデントマネージメントを審査していないことが
妥当であるかを審理し（法令解釈の妥当性の吟味），次に，法令解釈として妥当であるとしても，
裁判の趣旨に照らして裁判審理の対象とすべきか否かを判断する（審理対象の吟味）ことが必要で
ある。
行政処分の違法性を審理する場合には，当該処分の目的とその影響を斟酌する必要があるのは当
然で，判断過程統制方式を採用するときにもそのことは変わらない。福島第一原発事故によって，
このことは一層明瞭となった。
（３）社会的な安全基準の確定
裁判所が安全性を判断する基準は，社会的な許容という相対的な尺度に基づくとされる。この考
え方は適切である。では，そのような基準をどのように確定するのであろうか。
裁判所は，それを専門技術的裁量に委ねている。つまり，原子力安全委員会の審査基準がそのま
ま社会的な安全基準であるとして，その審査基準を判断過程統制方式によって審理することによっ
て社会的な安全基準が確保されたかどうかの司法判断が確定できるとしている。
しかし，安全性の判断基準は，リスクをどのように認識するかに大きく左右される。そして人間
がなすリスク評価については，次のような事実が明らかとなっている12）。
まず，Chauncey	Starr	（1969）によれば，人々がリスクを受け入れる際の許容度について，ⅰ）
許容されるリスクの大きさは，ベネフィットの大きさの３乗に比例する，ⅱ）自発的な行動におい
12）	リスク認識に関しては，中西準子（1995）『環境リスク論』（岩波書店）が詳しい。Chauncey	Starr及び
Paul	Slovicの研究成果も，同書に紹介されているものを参考にした。記して感謝する。
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ては，強制的な行動に較べてリスクが千倍許容される，という。行動の目的や動機がリスクの受容
に反映されるのである。このことは，原子力利用に伴うリスクを判断するうえで見逃せない結果で
あるし，事業リスクなどを含むリスク一般が心理的な性格を帯びていることをよく示す事実でもあ
る。
また，Paul	Slovic（1987）によれば，専門家によるリスク認識は，ほぼ年間死亡率（リスク期待
値）によって判断されているが，普通の人々は，破滅的なこととなる危険性や未来の世代に対する
恐怖を重く見て判断するという。そしてその恐怖を分析すると，普通の人々がリスクを認識する際
の主要な要素には二つの種類があり，第一は破滅因子（dread	risk），つまり，制御できない，恐ろ
しい，致死的な，不公平な，次世代に対してより高い影響があるなどの性質を持つものであり，第
二は未知因子（unknown	risk），つまり，観察できない，知ることができない，遅発性の効果があ
る，新しいなどの性質を持つものである。客観的な期待値だけでなく，これら主観的な要素の強さ
がリスクの許容度を左右するのである。これは真っ当な感覚であり，専門家のリスク認識のほうが
一面的に過ぎるのではないかと考える。少なくとも，破滅因子や未知因子を重視して危険性を判断
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（注）Paul Slovic (1987) 'Perception of Ris' (Science, New Series, Vol. 236, No. 4799) より
Fossil Fuels
DDT
Satellite Crashes
PCB's
Uranium Mining
Mirex Trichloroethylene 2,4,5-T
Radioactive Waste
Nuclear Reactor Accidents
Nuclear Weapons Fallout
DES
Nitrogen Fertilizers
Microwave ovens
Nitrites
Hexachlorophene
Polyvinyl Chioride
Ｏiagnostic X Rays
IUD
Rubber Mfg
Auto Lead
Lead Paint
Vaccines
Skateboards
Power Mowers
Trampolines
Snowmobiles
Smoking (Disease)
Tractors
Alcohol
Chainsaws
Home Swimming Pools
Downhill Skiing
Rec Boating
Elevators
Electric Wir & Appl (Fires)
Smoking (Fires)
Motorcycles
Bridges
Fireworks
Electric Wir & Appl (Shock)
Bicycles
Caﬀeine
Aspirin
Antibiotics
Water Fluoridation
Saccharin
Ｗater Chlorination
Coal Tar Hairdyes
Oral Contraceptives
Valium
Darvon
図１　二つの要因から見た危険認識分布
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することについて，それを不当であるとする根拠は見当たらない。
図１は，Slovicが，様々な事象について，人々が破滅因子と未知因子をどのように評価している
かを調査した結果である。これによると，原子力については破滅因子による恐怖が，遺伝子技術に
ついては未知因子による恐怖が，それぞれ大きいことなどがわかる。
従って，裁判所が安全性を判断する場合の基準は，専門技術的な知見だけでなく，社会的なリス
ク認識をも反映したものでなければならない。裁判においては，そのような基準を発見することを
含めて審理をすすめなければならないし，そこで明らかとなった基準に照らして安全性を判断しな
ければならないのである。この場合に，基準は絶対的なものではないし，社会経済の状況に依存し
た判断にならざるを得ないであろう。司法による社会規範の発見や，裁判過程における合意形成機
能の発揮が期待されるのである13）。
２　不確実性の判断問題
原発訴訟における司法審査の枠組みを吟味した結果，安全性を判断するうえでのいくつかの問題
点（専門技術的知見の限界，総合的視野の確保，社会的な基準の確定）が明らかとなった。では，
そのような問題点に直面するような事象は，どのような特性を持つのであろうか。また，これらの
問題が生じるのはなぜであろうか。
2.1　不確実さという問題
原発訴訟から明らかとなった安全性判断の問題点は，原発訴訟についてのみ当てはまるのではな
い。有益と思われた知識や技術が，社会に不安を呼び起こし，人権侵害の危惧を抱かせる事例，た
とえば，遺伝子操作（特異な遺伝子による生命秩序の撹乱，遺伝子組み換え食品の人体への影響
等），化学物質の製造（化学作用による生命機能への侵害，新物質による生態系の変異等），医療技
術の適用（生命倫理の混乱，隠れていた副作用の発現等）などに共通する問題である。また，特定
13）	司法による合意形成機能は，法に求められる機能の歴史的な変化に伴って，近年期待が高まっている機
能とされる。このような認識は，田中成明（1994）『法理学講義』（有斐閣）に詳しい。田中は，同書に
おいて，法システムは次の表のように分類できるとする。そして，合意形成機能は，そのなかで自治型法
システムが担う役割であるとされている。この表では，裁判過程が自立型法システムにおける中心プロセ
スとして位置づけられているが，司法機能がそれに留まることを意味しているわけではない。司法は，濃
淡はあるものの，これら３つのシステムのすべてに関与する責任を負っていると考える。
法システムの類型 自立型法システム 管理型法システム 自治型法システム
特徴 行為規範・解釈的議論（手続保障）・裁決規範
公権力機関・政策目標の
実現・手段としての法
自主的，インフォーマルな社会
規範・合意の形成・問題処理
中心プロセス 裁判過程 行政過程 私的秩序づけ
手法の枠組み 要件＝効果図式 目的＝手段図式 調整図式
思想的背景 リーガリズム 法道具主義 インフォーマリズム
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の技術によって引き起こされる事象ではないが，気候変動，食品汚染，生物多様性の喪失などにつ
いてその対応を判断する場合にも，同様の問題に直面する。
このような現象は何に起因するのだろうか。知の断片化，リスク感覚の鋭敏化，社会的信頼の希
薄化など様々な要因が考えられるが，共通する特徴は，大きな不確実性を抱えたままで判断を迫ら
れることである。
意思決定の基準には，効率性基準と正義性基準とがあるとされるが14），いずれも，判断に必要な
事実を明確にすることができ，また，判断結果の帰趨を予測できることが前提となる。ところが，
ここで問題となっている事象については，その前提を確保することができないのである。
このような，予測不可能性を抱えたままで重大な意思決定をしなければならないという事態15）は，
知識や技術が不確実性を産み出し，それに対応するためにまた新たな知識や技術を必要とするとい
う構造，いわば不確実性が再帰しつつ複雑化するという社会のあり方に根ざしていると考えること
ができる。
法制度もまた，そのような事態のもとで有効性を確保しなければならない。原理的に不確実さを
伴う大きなリスクを，的確にコントロールするしくみの構築が必要となるのである。
2.2　法制度によるリスクコントロール　─不法行為責任の有効性─
法によるリスクコントロールにおいて，大きな役割を果たしてきたのが不法行為責任である。あ
る行為によって他人に損害が発生したとき，行為者は，原則として，その損害について賠償する責
任を負わなければならない16）。従って，リスクを伴う行為を行おうとする場合には，他人に損害が
生じないよう十分に注意し，行為の過程を適切にコントロールしなければならないこととなる。こ
のような法理によって，社会的なリスクコントロール機能を維持することができるのである。
しかしながら，注意を要するのは，賠償責任を負うのは行為に当たって故意や過失を伴うときで
14）	たとえば，平井宜雄（1995）『法政策学	:	法制度設計の理論と技法』（有斐閣）を参照。
15）	たとえば，ウルリヒ・ベック（Ulrich	Beck）（1998）は，知識や技術が行為の確実性や安定性を脅かす
存在となりつつあり，現代社会は，社会の危機に照らしてそのしくみ，特に科学と政治のあり方に関して
再考が求められる「リスク社会」であるとする。もっとも，そのような認識は，原子爆弾（核兵器）が出
現して以来，人類が共有している認識である。ベックの主張で重要なのは，リスクの認識やその分配（危
険の分配）が社会的な関係に投影されていること，そして，危険をコントロールして破局の発生をくい止
めるためには，近代化が危険を産み出す一方で，危険を克服する道を見いだすことができるという希望に
賭けるほかないという認識である。ただし，彼が，民主的な手続きや対抗科学・対抗専門家によってリス
クをコントロールできると考えていることについては，予測不可能性の本質を軽視していないかという疑
問が残る。問題は近代化の性質や可能性ではなく，不確実性が孕む危機の本質にある。
16）	不法行為責任は，実定法上，「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した
者は，これによって生じた損害を賠償する責任を負う。」（民法第709条）という規定によって明確化され
ている。環境法において不法行為責任という法理が果たした役割と限界については，長谷部（2010）「環
境法の変容」を参照。
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あるとされていることである。通常の理性と判断力を備えた人であれば回避できるはずの損害を自
らの不注意によって生じた場合（過失があるとき）には，行為者がその損害を回復する責任を負う
のは当然であるとされるのだが，逆に，通常の理性と判断力を持った人が因果関係を把握すること
ができず，その発生を予測できない損害については，行為者にその責任を帰すことはできず，損害
は被害者が引き受けざるを得ないこととなる。
そして，一般原則は過失責任であるとしても，一定の場合には無過失責任の考えが適用される。
たとえば，工作物の設置・保存の瑕疵についての所有者責任（民法第717条），鉱害や原子力災害
に対する事業者責任（鉱業法109条等及び原子力損害の賠償に関する法律第３条），大気汚染・水
質汚濁についての事業者責任（大気汚染防止法第25条及び水質汚濁防止法第19条），製造物責任
（製造物責任法第３条）などは無過失責任である17）。そして，時代とともに，無過失責任の範囲は
拡大する傾向にある。
無過失責任を求める論理としては，ⅰ）社会に対して危険を作り出している者は，危険を防止す
る能力を有していることなどから，それによって生じる損害に対して重い責任を負わなければなら
ないという考え方（危険責任），ⅱ）利益をあげる過程で損害を与えた者は，利益あるところに損
失も帰すべきだから，利益から賠償しなければならないという考え方（報償責任）の二つがある。
さて，中山龍一（2004）は，このような過失責任のありかたに着目して，近代後期にリスクコ
ントロールのあり方が変化したという。産業化とともに被害者が過失を立証するのが難しい損害が
増えるだけでなく，加害者の注意深さによる行為のコントロール，つまり，理性によって因果関係
を把握し，自由意志によってリスクを制御することが困難な事象が出現・拡大した。そのような状
況のもと，リスクの発生確率と事業による利益を比較衡量したうえで，事業者がリスク防止と損害
賠償責任を負うという責任分担関係が採用されるに至った。そしてその場合のリスクコントロール
手法として発達したのが保険制度であるという。しかも，人々にふりかかる不運は社会が存続する
うえで不可避なリスクであるとして，保険が政府によって運営され，あるいは統制されるようにな
った。つまり，リスクコントロールの手法が，個人が過失責任を負うという手法から，集合的なリ
スク概念によって帰責と損害を配分する手法へと転換されたと考えられるという。そして，リスク
コントロールにおいて専門家の役割が重要になったのも，労災，交通事故，薬害，公害，製造物責
任等のような事故について無過失責任が採用されたのも，その結果であるとする。
この中山の見解，つまり，リスクに対する認識の変化が，リスクコントロールの手法やそれを支
える法制度のあり方の転換を促したという主張は，事実によるさらなる裏付けを必要とするが，説
17）	なお，無過失責任に近い責任として「中間的責任」があるが，これは，損害発生について無過失である
ことの立証責任を加害者に求めるもので（立証責任の転換），たとえば，工作物占有者の責任，使用者責
任，責任無能力者の監督者責任などがこれに該当する。また，労働災害については雇用主が無過失責任を
負うと考えられているが，その賠償は，政府が管掌する労働者災害補償保険による保険給付によって行わ
れる（賠償責任を政府が代位する）。
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得力がある。人に求められるのが「注意深さ」から「防止努力」へ，行為に当たっての力点が「因
果関係の把握と自由意志による行為制御」から「集合的なリスクの計算とリスク・ヘッジ」へ，そ
れぞれ転換したのである。
そうだとすれば，不確実性や予測不能性を強く帯びるリスクをコントロールするためには，また
新たな制度的転換が必要となるであろう。実際，原発事故によってリスク・ヘッジの域を超える巨
大な損害が発生している。しかも福島第一原発事故は，本稿執筆時点で未だ収束していないし，チ
ェルノブイリ原発事故の損害の全容も25年経過したいまでも明確とは言い難い。また，遺伝子組
み換え食品や化学物質が孕むリスクも同様の性質を持つかも知れないし（一方で，安全である可能
性も否定できない），気候変動や生物多様性の喪失に伴うリスクは，回復不能でしかも制御不能に
陥るような性質を帯びている恐れさえある（それが起きるとは限らないのは同様である）。しかも
これらの不確実性は，理論的な帰結であって，科学の発達によって解消するとは限らないのである。
不確実性が発生する理由は様々であるが，特に重要なのは事象が複雑系であることに伴う不確実
性である。複雑系とは，相互に関連する複数の要因が合わさって全体としてひとつの振る舞いをな
す系であって，しかもその全体としての挙動は個々の要因や部分からは明らかでないという性質を
持つものをいう。そして複雑系では，原因→結果という力学系の枠組み，つまり因果的な説明方式
によっては理解できない挙動が起きるし，初期条件，境界条件が系の挙動を決定的に左右してしま
うことが多い。さらには，外からの制御を受けずに自ら秩序を生み出すことができるという性質を
持つ（自己組織化）。つまり，複雑系のシステムは，機械のような力学によって律されるしくみと
は異なるから，その安全性制御に当たっても力学系に対する場合とは異なるアプローチが要求され
るのである。いまのところ，漸進的なアプローチ（条件を少しずつ変えながら挙動の変化を観測・
評価する手法）が採用されているが，それが安全性確保のうえで信頼するに足るものであるかどう
かは明確ではない。
この場合に特に重要なのは，複雑系の状態は，安定した姿が一つではなく，何かのきっかけで別
の安定状態に遷移する可能性があることである。遷移は，一旦それが生じるとその過程を制御する
ことができず，遷移前に復元することはほぼ不可能である。複雑系の典型は地球生態系であるが，
原子核の反応が連鎖的に進行する現象（核爆弾や原子炉での核反応）もまた，一方的な遷移（しか
も，原料がより危険な物質に変化する遷移）を伴う点において複雑系の性質を帯びている。これに
加えて，そのような現象を制御するためのシステム自体が複雑系の様相を呈することも見逃せない。
現在のリスクコントロールのための法制度（不法行為論）は，リスク期待値（発生頻度×被害の
大きさ）18）の評価が可能であって，それと獲得が期待される利益とを比較して行為をなすかどうか
18）	ただし，リスクをこのようなリスク期待値で評価できるかどうかについては，さらに議論しなければな
らない。たとえば，リスクの定義として，どのように間違いが起きるのか，どのくらい起きやすいのか，
その結果はどのようなものかという３つの要素を問うことであるとする見解もある。そして，NCR
（National	Research	Council，アメリカ）は，この３つの要素による定義を公式に採用している。
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意思決定する，というモデルに立脚して組み立てられている。一方で，科学技術的な知見が拡大し
その応用が進むにつれて，不確実性を帯びる事象が社会のなかに幅広く拡散した。その結果，法制
度が前提とするリスクコントロールモデルを司法判断に適用することに関して，その有効性の吟味
を迫られ，あるいは，モデルが無効となる事象が次々と出現し，法制度の限界が顕在化しているの
である。前述した原子炉設置許可についての審査枠組みの問題点は，その具体的な現れの一つであ
った。
2.3　原子力技術の不確実性
ところで，ここに至る議論のなかで，危険，リスク，不確実性という言葉を使ってきた。これら
は，安全性を確認・評価する場合に登場するのだが，その意味は異なる。「危険」とは，とりあえ
ず「安全でない」ことだと理解してかまわないが，リスクと不確実性との関係については注意が必
要である。
一般に，ある事象のリスクを評価する場合には，それが起きたときの危害の内容や程度と，起き
る確率が問題となる。両者が明確に知られている必要は無いが，少なくともその予測・推定が可能
でない限りリスクを確認・評価することはできない。だから，リスク論においては認識可能性を確
保することが重要な課題となる。
一方，不確実性はもっと広い概念である。リスクの予測・推定が困難な場合だけでなく，そもそ
もどのような危害が起きるか不明な場合（無知），複雑系であるため振る舞いが原理的に予測できな
い場合（複雑さ）などがあるほか，議論の枠組みが定まらない場合（曖昧）も不確実な状態に陥る。
従って，不確実性を伴う問題について判断するときに重要なのは，不確実性の性質を見極めるこ
とである。試みに，原子力安全に関する不確実性について考えてみよう。
１）リスクの予測・推定問題　
原子力施設の安全基準が適切かどうかは，リスクの予測・推定問題である。地震，火災，津波，
運転操作ミス，材質劣化，設備の不具合，外部からの攻撃等々を想定し，それによって生じる危害
の内容・程度を予測し，それを防止・抑制する措置を明確にすることが求められる。このときに，
想定の不適切さ，予測の誤りや困難さ，防止・抑制策の的確さの欠如などを伴う恐れがあり，その
恐れが不確実性を生むこととなる。しかし，このような不確実性は，HAZOP，FTA，FMEAなど
の危険事象解析技法を用いることによって一定の範囲に収めることができると考えられている。
また，ストレステストの実施や，多重防護（運転時の異常発生の防止，異常の拡大と事故への発
展の防止，放射性物質の異常な放出の抑制の３段階で構成される事故防止方策）の採用は，いずれ
もリスクの予測・推定における不確実性に対応するための措置である。
この種類の認知可能な不確実性については，最新の科学技術的知見を取り入れながら，リスクを
適切に評価して注意深く対応すれば，危険を一定範囲内で制御することができるであろう。ただし，
制御に当たっては，そのために必要な費用が制約要因となる。費用負担能力の確保や，負担を伴う
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意思決定を的確に行う体制が不可欠で，技術水準とともに経営能力が問題となる。
通常，原子力利用の安全性を吟味するときに考慮されるのは，このような不確実性である。
２）システムの複雑さ　
原子力発電所は，巨大で複雑なシステムのもとで稼働している。そして，巨大で複雑なシステム
の挙動は，複雑系としての特徴を免れることができない。
複雑系においては，ほんの些細なことが連鎖的な影響を引き起こして，大きな変動に至る可能性
があり，しかも原理的にそれを排除できないと考えられている19）。従って，どのような事象がどの
ような結果を生むかをあらかじめ予測することができない。このことは2.2で述べたところでもある。
実は複雑系は特殊なシステムではなく，生態系，神経系，社会関係，金融ネットワークなど，あ
りふれた存在である。それらは，自律的に安定を確保するためのしくみ（抑制的に働くフィードバ
ック機構，ホメオスタシス機能など）を備えているため，大きな破綻に至る例は多くないが，些細
なきっかけで破綻することもよく知られているとおりである20）。
原子力システムについても，システムの不調が連鎖しないように自律的安定化機能を備える（た
とえば，フェイルセーフ機構の導入，代替機能の確保など）のは当然であるが，そのような対応に
限界があることを受け入れなければならない。そもそも複雑系では，フェイルセーフ機構や代替機
能の追加が思いがけない影響を与える可能性さえある。原子力発電所が複雑系である限り，事故は
必ず起きるのであり（実際，大事故は少ないが小さな事故は数多く起きている），その際の対処を
周到に整えておかなければならない。
システムの複雑さによる不確実性は，原理的に，制御することに限界があるのである。
３）危険に対する無知
原子力技術は，危険について無知である事象を二つ抱えている。ひとつが，高レベル放射性廃棄
物（特に，半減期の長い長寿命核種）の最終処分である。処分方法として，地層処分（地下深く埋
設して人間界から隔絶する）や核種変換（半減期の短い物質に変える）が考えられているが，その
技術が未だに確立されていないだけでなく，それらの処理が新たな危険を引き起こす恐れもある。
18）	たとえば，エドワード・ローレンツ（Edward	Norton	Lorenz）は，1972年に行った講演で，このよう
な性質を「ブラジルでの蝶の羽ばたきはテキサスでトルネードを引き起こす」（バタフライ効果）と表現
した。気象システムは複雑系であるため，その挙動予測が不可能である（原理的な限界がある）というこ
とである。
20）	些細なことが大きな変動の発端となる例としては，生態系における一匹の外来種の侵入，神経系におけ
る微量の人工化学物質の摂取，社会関係におけるある日のデモ行進，金融ネットワークにおける不安を告
げる一言などがある。これらがそれぞれ，在来種の激減，内分泌異常と身体障害，暴動や政変，金融危機
を招いたことはよく知られている。不確実性に起因するシステムの破綻は，決して例外的な事件ではない
のである。
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最終処分の方途が定まらず，危険を制御する目処が無いなかで，放射性廃棄物が増加しているのだ
が，これは安全性確保のうえで極めて大きな不確実性である。
もう一つの無知は，放射線の人体に対する影響である。特に，例レベルの放射線被ばくの影響に
ついては，無知の状態である。国際放射線防護委員会（ICRP）は被爆する放射線の限度を勧告し
ているが，その値は，閾値（影響がなくなる値）はないと仮定して，その影響を「合理的に達成で
きる限り制限する」との方針に基づく値である。つまり，人体に対する安全性評価は相対的なもの
であって確実とは言い難く，社会的な不安を生む。放射能汚染を恐れる風評が途絶えることがない
のはそれ故である。放射線被爆の安全性について無知であるということは，原子力利用の安全性を
制御するための基本的認識そのものが不確実性を帯びているということである。
もっとも，無知である状況は世の中にたくさんあるから，無知であることが即座に危険であると
は言えない。原子力技術が抱える危険への無知が重大なのは，慎重に制御しないと大事故につなが
る危険性があるにもかかわらず，制御のために必須の事象について無知だからである。本来は無知
であってはならないことについて無知である状態のまま，当面の利便を享受することが先行したこ
とに伴う不確実性である。
４）不可逆的な危険性
原子力を利用するには核分裂を連鎖的に起こさなければならない。そして，核分裂によって多種
類の放射性原子が生まれ，長期間にわたって放射線を放出し続ける。つまり，核分裂の前後を比べ
ると，あとの状態のほうがより危険性が増すことになる。核分裂の連鎖は危険の増幅過程なのであ
る。しかも，その過程は不可逆であり，一旦制御不能に陥れば危険は増すばかりで，決して安定状
態に戻ることは無い。そして，このような性質の危険性を帯びる事象は，原子炉と原子爆弾のほか
には，つまり，人間が造りださない限り地球上に存在しないのである21）。
このような状況に少し似ているのは，航空機の制御である。航空機は，制御不能となれば墜落を
避けることができない。後戻りできない危険に接近しなければならないということは航空技術の宿
命であり，だから巨大なシステムによってその安全を確保する必要がある。航空機事故が起きるの
は，システムの制御に限界があり，制御の喪失がそのまま致命的な危険を招くからである。しかし，
被害は局所的である。なおまた，航空機には鳥という自然のモデルがあることは，原子力利用との
大きな違いである。
原子炉を安全に保つには，原子炉内での核反応を制御するだけでなく，そこからエネルギーを取
り出すインタフェースやマン・マシン・システムを適切に機能させることが不可欠である。そして，
核分裂の連鎖を制御するモデルは自然界には見当たらないから，人間の制御能力に全面的に依存す
21）	もっとも，およそ20億年前に，地球上で自律的な核分裂反応が起きたとされる。ガボンにあるオクロ
鉱床がそれで，「天然原子炉」と呼ばれている。（Meshik,	A.	P.	(2005)."The	Workings	of	an	Ancient	
Nuclear	Reactor"	Scientific	American	October	2005）
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る。そのインタフェースやマン・マシン・システムが機能不全に陥れば，核分裂の加速的な連鎖を
止める術は無きに等しい。だが，人間は必ず間違いを起こすし，一旦制御を失った場合の被害は甚
大，深刻なものとなる。
より危険な状態に不可逆的に接近しなければならないことは，原子力技術のみが宿命的に抱える
不確実性として深く認識しておかなければならない。
５）「危険」の曖昧さ
「危険」とは「安全でない」ことであると理解してよい。しかし，どのような状態が危険かにつ
いては，曖昧である。科学的に決定できるものなのか，社会的な認知問題であるとすればそれはど
のように形成されるのか，多義化した定義をどのように使い分けるのか（たとえば，安心安全をお
びやかす危険と，文明の危機を招く危険とでは，危険の意味が違うであろう），さらには，科学的
合理性と社会的合理性の違いをいかに考えるか等々，議論すべき問題がたくさんある。従って，安
全であるかどうかの判断もまた曖昧にならざるを得ない。
特に原子力利用については，核兵器開発と密接な関係があること，利用の可否について社会的な
対立が先鋭化していること，エネルギー政策や地球環境政策など政策的意思決定と不可分な関係に
あること，強力なアクターが存在することなどの事情を抱えていて，その危険性について合意を得
ることは非常に難しい。科学者倫理，社会体制，市民意識，人々の価値観などに踏み込んだ議論が
必要である。
このことは，原子力安全の判断基準そのものが不確実性を帯びていることを意味する。議論の枠
組みが定まらないことによる不確実性の典型的な現れでもある。
2.3　不確実性へのアプローチ
原子力技術のような不確実性が強い知識が社会に幅広く適用され，それに伴う問題・紛争が生じ
ているなかで，それを法的に判断し制御する必要が高まっている。それに応えるには，不確実性に
関する研究の成果を把握しておかなければならない。
不確実性の意味やその制御に関する研究の蓄積は膨大である。その支柱となっているのは確率論
であるが，それ自体大きく二つの考え方に分かれる。一つは，不確実性が現れるのは我々の知識が
不完全で経験的な観察が不正確であるからで，無知や信念の度合いの反映であるとする説（主観
説），もう一つは，不確実性は世界を構成する事象がもつ客観的な属性・性質であるとする説（客
観説）である。現在は客観説が優勢だが，たとえば経済学者ケインズは，両説とは異なる理論を提
示し，その上に立って多彩な経済議論を繰り広げた22）。このような「確率」理解をめぐる対立を始
22）	たとえば，伊藤邦武（1999）『ケインズの哲学』（岩波書店）を参照。ケインズが確率についての新た
な理解を述べた論文は，『確率論』（ケインズ全集第８巻，2010，東洋経済新報社）である。これは彼の
フェローシップ請求論文であり，1907年に提出した論文を改訂して，1908年に再提出された。
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めとして，不確実性をめぐる議論は多様に展開されていて，その整理も容易ではない。
このなかで，不確実性の制御に向けた制度の構築のために有益だと考える三つのアプローチを概
観しておきたい。
１）リスク評価アプローチ
主として技術の適用に伴うリスクを管理・低減するために，不確実性を評価し，その制御方策を
探るアプローチである。このアプローチは，安全工学として結実しているが，たとえば，プラントの
建設，航空機の製造，化学物質や薬品の開発・製造などに当たっての安全性評価に活用されている。
不確実性のなかでも，特にリスク（従って認知されているものに限られる）を対象にして発達し
た。その特徴は，科学的な分析を重視し，リスクを定量化して制御することを目指していることに
ある。
工学分野だけでなく，環境リスクの制御など，地球環境問題や自然保護等への適用が試みられて
いる23）。
２）行動論的アプローチ　　
不確実性のなかで，人間が取るべき行動を適切に選択するための考え方や方法を研究するアプロ
ーチである。伝統的には人間行動研究や心理学などにおいてテーマとされてきたが，最近になって
注目されるのは経済学における研究である。
経済学での研究は，リスクの下の意思決定問題を合理的に解決することを目指して，期待効用概
念の拡張やゲーム理論の適用が試みられている。その流れは，一方で環境問題などにおけるリスク
評価，リスクマネジメント等への応用に，他方で金融市場の分析や金融商品の開発等への応用に向
かっている。
その特徴は，不確実性を合理的に理解し，効用概念のもとで制御できるとするところにある。ゲ
ーム理論はその典型である24）。
３）社会的アプローチ
不確実性を，社会関係を律する重要な要素として捉え，その意味や作用を明らかにするアプロー
チである。文明論，科学技術論，社会システム論など幅広いテーマのもとに論じられている。
社会のあり方と不確実性とは不可分の関係にあるから，このアプローチによって，不確実性の多
23）	たとえば，中西準子（1995）『環境リスク論』（岩波書店）を参照。
24）	不確実性の制御を含めて，行動論的アプローチによって社会科学を包括的に適用できるとする考えは，
このアプローチの終局的な姿を示す。その例として，ハーバート・ギンタス（Herbert	Gintis）（2011）
『ゲーム理論による社会科学の統合』（エヌティティ出版）がある。しかし，この試みは成功しているとは
言い難い。詳述する余裕は無いが，社会関係に対する洞察が貧弱であることなどのゲーム理論の弱点は克
服されていない。このことは，行動論的アプローチの多くについても当てはまると考える。
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元性や状況依存性，さらには合理性によっては説明できない要素などの解明が期待できる。特に，
不確実性の帯びる不合理性を理解するうえで欠かせないアプローチである。
ただし，このアプローチにおいては，社会的な実態の解明と，問題提起的な議論に留まることが
多い25）。不確実性のもとでの社会的な意思決定問題や，不確実性の社会的制御のあり方・方法に迫
ること，つまり現実問題の解決能力が問われる。それに応えることができるかどうかが，社会的ア
プローチの試金石であると考える。
３　不確実性制御のための法的枠組の方向
原発訴訟を吟味した結果，司法判断のあり方についていくつかの問題があることを示した。では，
それに対してどのような方向で取り組むべきであろうか。
3.1　司法判断の枠組み修正
1.2で明らかになったように，司法が，不確実性が強く，大きな危険を孕む事案について判断す
る場合には，その枠組みについての再考・修正が必要である。
その方向を整理すれば，次のようになる。
ⅰ）行政訴訟における人権救済の重視
ア）権利保護の視点から行政手続を審査すること。これは，判断過程統制方式の大幅な拡張で
あり，行政訴訟に民事訴訟の要素を取り入れることが必要となる。
イ）審理・判断における総合性を確保すること。段階化・分断化された行政処分の枠組みにと
らわれず，それが権利保護機能を満たしているかどうかを含めて，人権保護のために必要な
手続きとその適切な実施を総合的に確保する。
ⅱ）参加型合意形成機能の確保
ア）専門技術的裁量の適切さを実体審査すること。手続きだけでなく判断内容に踏み込んだ審
理によって，専門技術的知見の限界に制約されない司法審査を確保する。
イ）知のリソースの活用に着目した審査を行うこと。処分に当たって，専門技術的見地だけで
なく，人権保護のために必要な知的リソースを十分に活用するべく最善を尽くしたか否かを
審査することによって，知の断片化に伴う問題の発生を最小限に抑える。
ウ）社会的なリスク受容水準の発見に向けて，法廷内での合意形成を目指すこと。これは，裁
判所を規範形成の場として機能させることであり，訴訟法上の困難な問題に直面することと
なるが，訴訟指揮によって一定の成果が期待でいるはずである。
25）	社会のなかの不確実性について明解に議論を展開したウルリヒ・ベック（1998）『危険社会』（法政大
学出版会，原著は1986年刊行）も，このような限界を免れていない。
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司法判断の枠組みをこのように修正することによって，不確実性を法的に制御する機能が強化さ
れる。しかしながら，その限界も明らかである。2.2で述べたように，現在の法制度は，人間は，
リスクを把握し，それに基づいて行動の帰結を合理的に判断できる，ことを前提として組み立てら
れているからである。
その前提が疑われているいま，不確実性を法的にコントロールするためには，不確実性の特性に
即して，より原則的な修正を伴うしくみを構築・導入する必要があると考える。
3.2　Precautionary	Principle（事前警戒原則）の適用
不確実性制御のための考え方として，Precautionary	Principle	（事前警戒原則）がある。これを，
司法判断に適用することや，危険の恐れがある行為に対する規制のしくみに組み込むことによって，
法的制御機能を向上させることができるのではないかと考える。
（１）事前警戒原則
事前警戒原則は，2.3で述べたリスク評価アプローチと行動論アプローチの両方から考え出され
た原則で，しかも社会的アプローチを背景にして提案された。この原則は，たとえば次のように定
義される。
「深刻な，あるいは不可逆的な被害の恐れがある場合には，完全な科学的確実性の欠如を理由に，
環境悪化を防止するための費用対効果の大きな対策を延期してはならない。」（環境と開発に関する
宣言（リオ宣言，1992年）第15原則）
ただしこの定義が広く共有されているわけではない。この宣言では，「費用対効果の大きな対策
を延期してはならない」というように原則の適用を制限している。しかしそのような適用条件を付
すことなく，「具体的な被害が発生しておらず，また，科学的な不確実性がある段階で，予防的な
措置を取って影響や被害の発生を未然に防止すべきである」とし，「活動を行う者が損害を生じな
いことの証明責任を負う」ということを含めて定義すべきであるという意見も有力である。前者の
理解を「弱い原則」，後者の理解を「強い原則」という。そして，弱い原則については異議がない
一方，強い原則については見解の対立がある。このように，事前警戒原則の理解については幅があ
ることに注意しなければならない。
明確な定義がなされないまま，しかしこのような考え方は，ドイツを中心に発達し，2000年に
EUはその適用に関するコミュニケーションを決定している。その主要な内容を要約すると，次の
とおりである。（わかるとおり，おおむね「弱い原則」の範囲内での適用が想定されている）。
・事前警戒原則は，暫定的な客観的，科学的評価によって，環境，人，動物又は植物の健康への潜
在的に危険な影響が保護水準と合致しない可能性がある場合に適用される。
・事前警戒原則は，リスク・アセスメント，リスク管理，リスク・コミュニケーションという3つ
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の要素からなる。（リスク分析への構造的アプローチの枠組みに従う）。
・意思決定手続は，高い透明性を持つべきであり，できる限り早期に，合理的に可能な範囲で，す
べての利害関係者を関与させるべきである。
・行動が必要と考えられる場合の事前警戒原則に基づく措置は，次のようなものでなければならな
い。
- 選択される保護の水準と均衡していること	
- 適用において無差別であること	
- すでにとられた同様の措置と一貫していること	
- 行動する場合・行動しない場合の潜在的な便益と費用の検討に基づくこと	
- 新しい科学的データに照らした再検討を条件とすること
- より包括的なリスク・アセスメントに必要な科学的証拠を提出する責任を割り当てることがで
きること（行為者への安全証明責任の転換を含む）
もっとも，アメリカを中心として，事前警戒原則は首尾一貫しておらず，危険を制御する機能は
期待できないという意見も根強い26）。
（２）適用の可能性　
事前警戒原則は，潜在的に危険が予想される場合の対応原則であるから，その適用範囲は広い。
化学物質（REACH規制27）），気候変動，食品安全分野，生物多様性，遺伝子操作などが対象となっ
ている。これらの適用事例を概観すると，国際的に取り組まざるを得ない問題が中心であること，
26）	たとえば，Cass	R.	Sunstein（2005）は，Precautionary	Principleを批判的に吟味して，その有効性に疑
問を投げかけている。リスクは社会情況に依存し，事前警戒原則による評価自体がリスクを生むことさえ
あるという。Sunsteinは，事前警戒原則に換えて，狭義の破局への対抗原則，費用対効果分析，選択の自
由を許容する規制という三つの段階を提案している。ただし，彼の議論は，テロリズムのような社会的対
立に起因する危険までを含むものであり，政治的な要素を重視する立場からのものであることに注意しな
ければならない。
	 本稿では，Sunsteinの批判に直接答える用意はないが，3.2（３）における議論は，その一環となるで
あろう。
27）	REACH規制とは，EUによる化学物質の規制制度（the	Registration,	Evaluation,	Authorization	and	
Restriction	of	Chemicals）である。2007年から適用されていて，	①登録：リスク評価等を添えて，製造，
輸入する物質を登録，②評価：登録された物質について，有害性，暴露情報などについて詳細に評価，③
許可：人の健康又は環境に対して深刻な影響を及ぼす可能性があるという科学的証拠が存在する物質につ
いて，ⅰ）安全と見なされる基準を超過しないようリスクを管理できる場合，ⅱ）社会・経済利益が人の
健康・環境へのリスクを上回り，かつ適切な代替物質・代替技術が存在しない場合，には，物質の製造・
使用・販売を許可，④制限：人の健康または環境にとって受容できないリスクが生じている物質に対して，
安全を確保するための条件を付与し，製造・使用・販売を禁止又は制限，というしくみのもとで運用され
ている。
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事案の性質や原則を適用する局面の違いに応じてそのあり方に相当の差があることがわかる。これ
は，事前警戒原則が国際的な議論の枠組みとして確立していることを示している一方，その適用が
状況依存的であることが浮かび上がる。状況依存的にならざるを得ないのは，原則理解の対立（弱
い原則	vs.	強い原則）のほか，不確実性のなかでの判断を社会的な許容度に転換するという事前警
戒原則の性質に起因するところが大きいと考える。
いずれにせよ，事前警戒原則を取り入れた制度は，危険を招く恐れのある行動（潜在的リスク）
に対処するためのしくみを備えていなければならない。それは次の二つに集約できるであろう。
ⅰ）社会的許容基準の設定
最も悪い方向に進行しても，社会が許容できる水準内にリスクを収めることができるよう目標
と対策を決める。この場合に問題となるのは，具体的な基準設定の方法と設定主体である。専門
技術的知見のみによって設定することは適切ではないから，その作業には，社会的な合意を得る
という大きな困難を伴うであろう。
ⅱ）立証責任の転換
危険を招く恐れのある行動を行おうとする者に，リスクがないことを証明する責任を負わせる。
これは，通常，危険性に関する情報を持つ者が証明責任を負うことになるから，危険の責任分担
として合理性があると考えられる。しかしながら，リスクをゼロにすることを要求するなどの場
合には，事業活動を困難とし，新たな技術開発等へのインセンティブを削いでしまう恐れもある。
（３）法的制御への適用における課題
このように，事前警戒原則は，リスクを孕む様々な課題に対応する場合に適用が試みられていて，
不確実性をコントロールするうえで実効ある役割を果たすことが期待できる。
しかしながら，司法判断に当たって事前警戒原則を適用する場合や，事前警戒原則を危険の恐れ
がある行為を規制する制度に組み込む場合には，次のような課題に取り組まなければならない。
ⅰ）法的責任の明確化
不確実性のある事象についての法的責任の根拠を明らかにしなければならない。情報開示などの
比較的軽い負担を求めることは，公共の利益との衡量によって容認されるであろう。しかし，たと
えば認識能力の限界を超えることから生じる不確実性な危険（その存在が不確実で明確に認識でき
ない状態にある危険）を理由に，行為の禁止などのような権利を大きく制約する重い負担を求める
には，相応の根拠が必要である。
これについては，「人間の認識能力の限界に由来する不確実性は避けられないのだから，社会的
な負担としてすべての市民が担うべき責任28)」（カルカー高速増殖炉事件についてのドイツ連邦憲
28）	村上淳一（1996）『現代法の透視図』（東京大学出版会）第２章（科学技術の水準と裁判-ドイツの実務
と法理論）より。
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法裁判所決定，1978年８月８日），「科学技術文明が要請する未来に対する原理的な責任と義務」
（ハンス・ヨナス（Hans	Jonas）が提示する「未来倫理29）），「リスク社会に求められる失われるも
のの規模や不可逆性に配慮しながら慎重に行為する態度30）」（中山竜一）など，様々な考えが提示・
提案されている。
考えるに，その根拠は，破滅の回避と未知への慎重という人間の本性に根ざした性向31）にある。
事前警戒原則の適用によって不確実性を法的にコントロールするための基盤として，不確実性に直
面する社会の実情に即して，「破滅の回避と未知への慎重」という倫理感に基づいた新たな社会規
範を形成する必要がある。
ⅱ）差し止め要件の緩和
壊滅的損害の可能性，特に不可逆な危険に対応するために，行為の差止め要件を緩和して，その
選択を拡大しなければならない。判例では，人格権（身体，自由，名誉等の人格的な利益）に対す
る侵害については差止めを認める判断がなされているが，それを，壊滅的損害発生の潜在的な可能
性の回避や，不可逆的な危険に接近する恐れの防止についても適用するのである。
これについては，営業の自由を侵害する，新たな技術的挑戦を抑圧するなどを理由として，強い
反対意見があろう。行為が，破滅性を帯びているかどうか，不可逆的であるかどうかに照らして差
止めの可否を判断する基準が必要となる。リスク評価が可能な事象については，リスクアセスメン
トを適切に実施し，社会的な受容に照らした審査を行うことによって一定の基準に達することがで
きるであろう。一方，複雑系や無知を孕む場合などリスク評価そのものが難しい事象については，
漸進的アプローチ（影響を評価しつつ少しずつ行為の進行の可否を決定する）を採用すべきである。
いつでも引き返すことができる状態を確保することは，壊滅的損害や不可逆な危険を招かないため
の必要条件である。
ⅲ）費用対効果分析の限界
費用対効果分析の限界を受け入れなければならない。事象の不確実性が大きければ大きいほど，
危険の評価について合意を得るのが難しくなる。それを克服する手段として，複数の仮定を置いた
うえで費用対効果分析を実施して合意を形成するアプローチが採用されている。しかしこのアプロ
ーチは，不確実性の本質に向き合うこと無く，合理的基準によって対立を収束する手段でしかない。
大事なのは社会的なリスク認識の幅の広がりや，合理性によっては判断できない事象の存在，つま
り費用対効果による評価に還元できない事態を受け入れて，別のアプローチを覚悟する必要がある。
29）	ハンス・ヨナス『責任という原理　─科学技術文明のための倫理学の試み─』（2000年，東信社，原著
は1979年出版）を参照。
30）	中山竜一（2004）「リスク社会における法と自己決定」（田中成明編『現代法の展望　自己決定の諸相』
（有斐閣）所収）より。
31）	これは，Slovicが明らかにした，人々が重視する破滅因子と未知因子に対応する。本稿の1.2（３）を
参照。
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費用対効果分析は，市場経済に親和的で，人々の理解を得るうえで有効なアプローチであるが，
事前警戒原則の本質である「不確実性がある段階で，予防的な措置を取る」に照らすと，その活用
について慎重でなければならないのである。
ⅳ）意思決定関与者の拡大
意思決定に関与する者を拡大しなければならない。これは，３の冒頭で述べた，裁判所を規範形
成の場として機能させることと共通する課題である。事前警戒原則を機能させるためには，専門技
術的知見だけでなく，様々な知的リソースを総合化する必要がある。判断基準を社会的に形成しな
ければならず，また，知が断片化しているからでもある。
しかし，参加者が多くなればなるほど合意形成は一層困難になる。情況や局面に応じて意思決定
のシステムを適切に選択しなければならない。そして，その基盤として，参加者が自律的な市民と
して行動することが求められる。これは，政治のあり方と密接に関係する課題である。
ⅴ）情報開示と開かれた討議
情報の開示・共有と開かれた討議を確保しなければならない。これは，事前警戒原則の理解につ
いて幅があるなかで，その実効を確保するために不可欠な条件である。
情報開示については，企業秘密やプライバシーの保護に留意すればそれほど難しい問題はないで
あろう。しかしながら，開かれた討議を確保するには，それが成り立つための条件を整えなければ
ならない。
危険の認知や判断については，倫理的価値観が深く関係する。たとえば，危険性の社会的許容基
準や差止め判断の是非をめぐる討議が成り立つためには，リスクに関する規範について一定の共通
理解が必要となる。破滅的であること，未知であることなどの要素をどの程度重視するか，地球大
の危険と身近な危険の違いをいかに考えるかなどについて討議する必要があるのだが，その際に，
宗教倫理や職業倫理の問い直しが必要になるかも知れない。そのような価値観の対立を伴う恐れの
ある討議が成立するための基盤は何であろうか。寛容の精神などがそれに当たるのだろうが，それ
を整えることができるのだろうか32）。このような課題に応えることができるかどうかについては，
楽観視できないと考える。
3.3　技術者の行動規範の形成
危険の恐れが大きく，強い不確実性を伴う行為を支えるのは，技術である。技術の発現行為に対
して，一定の倫理的な行動規範を形成し，それを徹底することによって，不確実性を制御するため
の実効ある枠組みを整えることができるかも知れない。　
ロバート・マートン（Robert	King	Merton）は，1949年に，科学者共同体の行動習慣（エート
32）	このような倫理的討議をめぐる問題を考えるには，ユルゲン・ハーバーマス（Jürgen	Habermas）が取
り組んだ討議倫理学が有益である。たとえば，ユルゲン・ハーバーマス（1990）『道徳意識とコミュニケ
ーション行為』（岩波書店）や，同（1993）『討議倫理』（政大学出版会）を参照。
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ス）は表２に示す４つの原則によって構成されていると述べた33）。それが，マートンのCUDOSコ
ードである。
つまり，科学は，科学者が抱く興味に駆動されて（このような態度をcuriosity	drivenという）発
達する。それを裏打ちしているのは，「真理に忠実である」という科学者の倫理であろう。
ところが，技術者が大事にする行動原則はこれとは異なる。成果は特許として財産化しなければ
ならないし，「いまここで」の必要に応えることのできる知識で十分である。そして，忠誠を誓う
のは技術力を期待している委託者に対してであり，与えられた使命を達成することが目標であって，
成果の評価はその範囲でなされるのである。技術の発展は，社会やクライアントのニーズに応えた
いという使命感によって牽引されている（このような態度をmission	orientedという）と考えられる。
このことを，やや皮肉を込めて指摘したのが，ジョン・ザイマン（John	M.Ziman）である。彼は，
技術者の行動コードは，１）所有Proprietary（知識は報酬を伴う），２）局所的Local（今ここで通
用する），３）権威主義的Authoritarian（権威に認められることが大事），４）請負的
Commissioned（誰かの委任を受けて），５）専門的な仕事Expert	work（特定分野の確定）という
「PLACE」に集約できるとする34）。技術者は，科学者と異なり，社会からの評価を強く意識して行
動しているし，クライアントの存在が技術の発達を促しているのである。
では，このような技術者の行動原則を裏打ちしている倫理はどのようなものであろうか。「真理
に忠実である」とは言い難い一方，技術者の行動が社会に大きな影響を与えることに照らすと，一
般の人々と同様の倫理規範のもとで行動するだけでは，社会的な責任を全うすることは難しいと考
える。専門技術的知見に限界があるとき，このことはより重要である。
実は，技術者が社会に対する責任を全うするために，技術者の共同体が独自の行動規範を制定し
て，技術者として認められるためにはその規範の遵守を誓わなければならないという慣習などが見
られる。古い例では，医業に関する「ヒポクラテスの誓い」があるし，学会や同業者団体が定める
表２　マートンのCUDOSコード
１）コミュナリズム（Communalism，公有性）
　　　研究成果は，秘密にせず，共有する
２）	ユニバーサリズム（Universalism，普遍性）
　　　業績は，人種，性別，国籍などを問わず，普遍的，客観的に評価される
３）ディスインタレステッドネス（Disinterestedness，無私性）
　　　自己の利害を超越して行動する
４）オーガナイズド・スケプティミズム（Organized	Skepticism，系統的懐疑主義）
　　　研究成果は，厳格に，系統的に精査される
33）	ロバート・マートン（1961）『社会理論と社会構造』（みすず書房）を参照。
34)	ジョン・ザイマン（1995）『縛られたプロメテウス−動的定常状態における科学』（シュプリンガー・
フェアラーク東京）を参照。また，John	M.Ziman（2000）”Real	Science:	What	it	is	and,	What	it	means"
（Cambridge	University	Press）においては，現代のアカデミズムがマートンのCUDOSコードから逸脱す
ることに対して批判的に論じていて，興味深く，参考となる。
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行動規範が，部分社会35）を律するルールとして機能している例も多い。
不確実性を法的に制御するための一般的な規範を確立することは容易ではない。なぜならば，不
確実性そのものの性質や要因が多様であること，危険に対する認知，受容，倫理的態度等について
社会内で違いが大きいこと，不確実性をめぐる倫理的な価値観の対立を招きやすいこと，さらには，
不確実な危険性を理由に行為を断念するには自己犠牲的な態度が要求されることなどの事情がある
からである。むしろ，潜在的に危険が予想される行為に関わる技術者集団に対して，その危険性を
制御するに足る行動規範を定めて，自律的に技術を管理する体制を整えることを要求するほうが，
より実効ある制御が期待できると考える。
この場合には，ⅰ）技術者は独立した個人として行動規範に従う責任を負うこと（つまり，雇用
主に従属しないで行動する），ⅱ）技術者集団の行動規範の形成やその徹底に関して第三者が関与
すること（つまり，社会的な監視機能を確保し，専門家集団の閉鎖的運営（「村」化）を防ぐ），
ⅲ）行動規範に反する行為について内部的な制裁を加えるしくみを整備すること（つまり，自律的
な秩序維持機能を備える），ⅳ）行動規範に対して一定の法的効果を認めること（つまり，司法の
関与による機能支援），などの条件を整備することが必要である。
このようなしくみが実現すれば，ローカルなかたちで作用する不確実性制御システムがネットワ
ークとして機能することになるであろう。ネットワークに依存した制御のしくみは，一元的な法秩
序のもとでの運営を基盤とする司法制度には，もはやなじまないという反論があるだろう。しかし，
課題は，現在の司法制度のもとで不確実性を制御することではなく，法機能によって不確実性を制
御することである。自主的にインフォーマルな社会規範を形成して問題を処理する自治型法システ
ム（注13に示す法システム類型を参照）もまた，司法組織が，その機能の発揮に向けて尽力すべ
き対象であると考える。
破滅と未知の危険を帯びる，潜在的な不確実性に対する制御を確保するには，法機能の可能性を
開拓することが必要なのである。
35）	部分社会とは，自律的に運営される社会や団体をいう。その内部で起きる紛争については，部分社会の
ルールによって解決すべきであって，司法権は及ばないとされる。ただし，紛争が一般市民の法秩序に関
わる場合や人権保護の必要がある場合には，司法審査の対象となる。このような考えに対して，一般的な
法理としてではなく，部分社会の目的や性格等に照らして，自律的な活動を認める必要性がある場合に限
って司法審査の対象外とすべきであるとの有力な意見がある。
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